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　このたび、児玉 昭雄前会長の後任として、2025年
度と 2026年度の日本吸着学会会長を拝命することに
なりました。身に余る重責ではございますが、微力な
がら本会の発展のために尽力してまいります。なお、
役付理事として副会長には向井 紳先生（北海道大学）
と関 健司様（大阪ガスケミカル㈱）、企画担当・運営
委員長は飯山 拓先生（信州大学）、総務担当理事は
田中 秀樹先生・～ 2025年度（信州大学）、大久保 貴広
先 生・2026年 度 ～（ 岡 山 大 学 ）、 広 報 担 当 理 事 は
加藤 雅裕先生（徳島大学）、編集担当理事・編集委員
長は松田 亮太郎先生（名古屋大学）にお引受けいた
だきました。会員の皆様方のご協力、ご支援を賜りま
すようよろしくお願い申し上げます。
　さて、会長就任の所信表明と筆をとりましたが、実
は昨年の総会でご承認をいただいた直後から、早速、
宿題を頂戴いたしました。まず取り組むべき課題の 1
丁目 1番地は、やはり産業界と学会との連携強化です。
これは、前会長の児玉 昭雄先生が会長就任のご挨拶

（AN vol.37, No.1 頭言）で書いておられたことで、本
学会が抱える本質的な問題だと言えます。吸着に関わ
る基礎理論の構築、材料および装置開発、社会実装に
向けた実プロセス化など、基礎から応用まで幅広い分
野で産官学が有機的かつ機能的に連携し、新しい吸着
技術の展開を主導することができれば、益々、学会と
してのプレゼンスは向上しますし、結果的に学会とし
ての使命が果たされていくものと考えます。昨年、初
めてゼオライト学会との合同研究発表会「吸着−ゼオ
ライト合同研究発表会」を開催いたしました。本学会
としては、これまで日本イオン交換学会、日本溶媒抽
出学会との合同で研究発表会を実施した経緯がござい
ます。これらはいずれも、現象論的な立場から学術の
幅を広げることを意図したものと理解しています。そ
ういう意味では、ゼオライト学会との連携は材料開発
を主体とした学術交流といえるでしょう。今後は、プ
ロセスや装置開発も含めた吸着技術の社会実装化を実
現するための積極的な異分野学術交流・人的交流に取
り組んでいく必要があると感じています。
　もう一つの大きな課題は、今後訪れる深刻な少子高
齢化と労働人口の減少の問題です。これに伴って学会
の人材不足も顕著となってきます。中でも喫緊の課題

は会員のダイバーシティ &インクルージョン（D&I）
の問題でしょう。残念ながら、現在、本学会に参加い
ただいている外国人研究者や女性研究者の数は極めて
少ないのが現状です。少しでも多くの方々にコミット
いただけるよう、学生・大学院生はもちろんのこと、
維持会員の皆様にも社内の外国人研究者及び女性研究
者の積極的な学会参加を後押しいただければと思いま
す。一方で、学会としても、例えば研究発表会の一部
を英語によるセッションとするなど環境整備を進める
必要があるでしょう。会員の皆様が一丸となって学会
の D&Iを推進いただければと思います。
　その他、2028年開催予定の国際吸着会議 FOA16の
国内開催を目指しています。今、まさに正念場で、
近々、候補地が決まるようです。皆様に朗報をお伝え
できると良いのですが…
　最後に私事で恐縮ですが、本学会を通して、研究の
アイデアや時には悩みなど、公私ともに忌憚なく語り
合い、議論し合える仲間に出会えました。この出会い
は、私の研究人生で得たかけがえのない宝物だと自負
しています。今回、会長を拝命し、正直、その重責に
身が引き締まる思いです（実際の体形は引き締まって
いませんが…）。しかし、会長の任を全うすることが
報恩謝徳、私が本学会並びに研究人生を通して関わっ
た多くの皆様からいただいた恩義に報いることと信じ
ております。日本吸着学会としてのアイデンティーと
矜持をもって、この任に取り組んで参りたいと思いま
す。理事・評議員、学会員はもとより、本学会に関わ
る全ての皆様のお力添えを賜れば幸甚です。

�
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学術賞受賞記念寄稿

多孔性材料の創製と
電気化学的イオン吸着・貯蔵機能

Creation of porous materials and their  
electrochemical ion adsorption and storage functions

長崎大学大学院総合生産科学研究科
Graduate School of Integrated Science and Technology

Nagasaki University
森口　　勇

ISAMU Moriguchi

1．はじめに
　筆者は、学生時代に有機分析化学やコロイド界面化

学（分子集合体）分野の研究に取り組んだが、その後

長崎大学に助手として赴任してからは、ガス分離膜の

開発、有機・無機複合ナノ構造体や無機超微粒子・超

薄膜の創製、吸着材や触媒、さらには光・電気化学デ

バイス材料（光電変換、蓄電等）の開発に関する研究

を行ってきた。畑が異なる研究分野で助手を務めるこ

とになったことを契機に、分野を跨った研究をする機

会が増え、研究対象がいろいろと変遷してきた感があ

る。しかしながら、研究対象が変わっていく中でも、

ナノレベルでの物質合成から構造・機能評価する研究

スタイルは一貫してきたつもりである。

　これまで手掛けてきた吸着や触媒、電極材料の開発

研究においても、多孔性構造の制御方法の開発から構

造と機能・物性との関連性解明を通して材料設計する

ことにより、機能の高度化やさらなる性能向上を目指

してきた。本稿では、電気化学的なイオン吸着・貯蔵

機能を有する多孔性電極材料に焦点を当て、細孔ナノ

空間や界面における特異性、ナノ細孔構造と電気化学

特性の関連性の解明とともに、それを基にしたキャパ

シタや Liイオン二次電池等エネルギーデバイスの高

性能化について紹介する。

2．多孔性材料の合成
　キャパシタや Liイオン二次電池等の電極では、電

解質イオンの電極界面へのアクセス過程が性能に大き

く影響するため、細孔がイオンチャネルの役割を担う

多孔性電極材料においては細孔サイズや細孔分布等が

機能物性にどう影響するかを見極めることが重要であ

る。そのためには、さまざまな細孔構造を有する多孔

性材料を準備する必要がある。

　ミクロ細孔性多孔体の代表的な合成例として分子鋳

型法によるゼオライト合成が挙げられるが、1990年代

からミセルを鋳型に利用したメソポーラスシリカの合

成が行われるようになり、メソ細孔のサイズや配列が

制御された多孔性材料の開発が活発化した。筆者らは、

ミセルに限らず、マイクロエマルションやコロイド結

晶等のコロイド系組織体を利用してメソ～マクロ領域

の細孔構造制御を行ってきた。細孔サイズや細孔壁組

成の制御を行うとともに、細孔内へのナノ物質の析出

等によるナノ複合多孔体の合成も行った。また、有

機・無機複合ポリマーを出発物質として、ミクロ多孔

性カーボンの合成も手掛けた。

　表 1に、それらコロイド系組織体を利用して得た多

孔体の特徴を示す。ミセルテンプレート法は、ミセル

の自己集合構造そのものがメソポーラスシリカの細孔

サイズや細孔配列構造に反映されるが、同じようにミ

セルを形成する界面活性剤でも水と油が共存すると

HLB（Hydrophilic Lipophilic Balance）に依存した多

様なマイクロエマルション構造を形成する（図 1）こ

とから、これを利用した無機物合成への構造制御のバ

リエーションに期待が持たれる。特に油/界面活性剤/

水の三成分系において HLBが釣り合った条件で形成

される両連続マイクロエマルション（BME）は、ミ

セルテンプレート法のようなメソ細孔の規則配列構造

は期待できないものの、三成分の混合割合による水相、

油相の厚みのコントロールにより無機物生成のための

反応空間や細孔に相当する空間に変化を持せられ、合

表 1　コロイド系組織体を利用して得た多孔体の特徴
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成条件により細孔サイズや細孔分布が制御でき（図

2）1）、シリカのみならず結晶性金属酸化物のメソ多孔

体合成も可能である 2）。無機源としてチタンアルコキ

シドを油相部分に溶解する場合、水相との界面からゾ

ル−ゲル反応が進行すると考えられるため、カーボン

ナノチューブ（CNT）を切断し分散させた水溶液を

BME の水相に用いることにより TiO2/CNT 複合メソ

多孔体を合成することも可能である 3）。

　一方、ポリスチレン（PS）ラテックスのオパール

を鋳型にした合成法（コロイド結晶テンプレート法）

では、PS粒子間隙に無機源を導入し、熱処理等で鋳

型除去することにより、逆オパールのマクロ多孔構造

が得られる。TiO2や LiFePO4などの結晶性無機多孔

体を合成するとともに 4, 5）、無機源とともにカーボン

源（切断 CNTやスクロース等）を導入することで、

TiO2・CNT 複合 6）や LiFePO4・カーボン複合細孔

壁 5）からなる規則性の高いマクロ多孔体を作製した

（図 3）。

　PSの代わりにシリカ粒子からなるコロイド結晶を

利用し、粒子間隙にフェノール樹脂等のカーボン源を

導入し、炭化処理、ついで HFまたはアルカリエッチ

ングにてシリカ除去することにより、カーボンの逆オ

パール構造を得ることもできる。シリカ粒子サイズに

依存して、メソからマクロ細孔が規則配列した多孔性

カーボンが得られる（図 4）7, 8）。さらに、同カーボン

の細孔内に無機源を別途導入することにより、SnO2

や Si、LiMnPO4、V2O5、Ptのナノ結晶等を析出させ

た複合多孔性材料の合成も可能にした 9-13）。ミクロ多

孔性カーボンについては、フェノール性コポリマー部

図 2　（a）テトラデカン/ジドデシルジメチルアンモニウムブロ
マイド/水 3成分系の相図（グレー部分が両連続相）と（b）シリ
カ多孔体の窒素吸着等温線および細孔分布（文献 1）より転載）。

図 3　ポリスチレン（PS）を鋳型とするコロイド結晶テンプレー
ト法により得た LiFePO4（b:SEM像，c：TEM像）およびスクロー
ス添加系の LiFePO4・カーボン複合多孔体（d-f：TEM像）。a
は鋳型なしで合成した LiFePO4の SEM像。a-fは文献 5）より転載。

図 1　油/界面活性剤/水の 3成分系マイクロエマルション構造

図 4　シリカを鋳型とするコロイド結晶テンプレート法により
得たカーボン多孔体の窒素吸着等温線と TEM像（粒径 80 nm
の SiO2を利用）。窒素吸着等温線は文献 8）より転載（図中，［　］
内の数値はシリカの平均粒子径を示す。
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位とシロキサン部位からなる有機・無機ハイブリット

ポリマーを原料として、ゲル化および炭化処理にて

カーボン・シリカ複合体を経てシリカ除去処理を施す

ことにより合成できる（図 5）14）。本法は、各部位の

割合や触媒を変えることにより、比表面積や細孔のサ

イズや形状を制御できる特徴を有している。

3．電気二重層キャパシタ電極材料の創製
　電気二重層キャパシタ（EDLC）は、Liイオン二次

電池ではカバーできない急速充放電特性ならびに長寿

命特性により、さまざまな電子機器への応用がなされ

ている。特に近年では、エネルギー回生や自然エネル

ギー負荷平準、瞬時停（低）電バックアップ、パワー

アシスト、パワーツール等への用途拡大に向けてさら

なる高容量化が望まれている。

　電気二重層容量 Cは，一定濃度以上の電解液中にお

ける近似式として，C=εrε0S/d（εr:媒体の比誘電率，

ε0:真空の誘電率，S:比表面積，d:電気二重層厚み）で

示されることより，分極性電極として高比表面積な多

孔性カーボン材料が主に利用されている。しかしなが

ら，カーボン細孔表面へのスムーズなイオン拡散，吸

着，電気二重層形成が不可欠であるため，細孔構造や

電解液の種類等によって充放電特性が大きく左右され，

ミクロ孔が発達した活性炭等では高比表面積であって

も必ずしも高容量化に繋がるとは限らない。一方，メ

ソ～マクロ細孔性多孔カーボンでは比表面積に比例し

て重量当たりの比容量が増加するとともに（図 6）15），

優れたレート特性を示す傾向にある。しかし，細孔サ

イズ拡大は体積当たりの比容量が低下するデメリット

があり，また，高比表面積化には物理的に限界がある。

例えば，2630 m2/gの高比表面積を有するグラフェン

1層の表裏全表面に電気二重層が形成された場合，有

機電解液中では 160～210 F/gの重量当り比容量（一

般的炭素材料の面積当り比容量 6～8 µF/cm2を仮定）

が計算上は上限となるであろう。

　高容量化に対する従来の高比表面積化以外のアプ

ローチとして、P. Simonらは、4級アンモニウム塩有

機電解液中の TiC由来ミクロ細孔性多孔カーボンにお

い て、 カ チ オ ン サ イ ズ 近 く の 細 孔 サ イ ズ 領 域

（＜ 1 nm）で面積当り比容量が大幅に増大することを

報告し、ミクロ細孔内での脱溶媒和イオンによる電気

二重層厚み減少が容量増大に寄与する仮説を提唱し

た 16）。筆者らは、前述の有機・無機複合ポリマーか

ら合成したミクロ多孔性カーボンにおいて、しかも脱

溶媒和エネルギーがより大きな Liイオンの有機電解

液（PC：プロピレンカーボネート）中にて高い面積

当り比容量を確認し、さらに、NMRやラマン分光法

を用いて、そのミクロ細孔内には部分脱溶媒和した

Liイオンが存在し、容量増大に寄与していること（図

7）を実験的に初めて証明した 14）。これらの研究成果

は、単なる高比表面積化のみならず、このようなミク

ロ細孔内の特異性を有効に機能に結びつけることがで

図 5　有機・無機ハイブリットポリマーを原料として得たミ
クロ多孔性カーボンの TEM像。Cbase：アルカリ触媒で合成，
Cacid：酸触媒で合成。

図 6　多孔性カーボンの電気二重層比容量と比表面積の関係。
多孔性カーボン：活性炭，Aerogel由来カーボン，コロイド結
晶テンプレート（CCT）法で得たカーボン。図中（　）は電解
液：H2SO4水溶液，KOH水溶液，プロピレンカーボンネート（PC）
系有機電解液。文献 15）よりモディファイして転載。
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きれば、高容量なキャパシタ電極開発の新しい切り口

となるものである。

　しかしながら、全てのミクロ多孔性カーボンが高い

面積当り比容量を示すわけではなく、また、高い面積

当り比容量を示した TiC由来カーボンや有機・無機合

ポリマー由来カーボンの重量当り比容量は 120 F/g程

度で、既往材料（100～140 F/g）に比べて実質的な性

能における優位性を示すには至らなかった。そこで、

イオン脱溶媒和効果を生かした高容量キャパシタ電極

材料の設計に不可欠なパラメータを解明するために、

細孔サイズや細孔分布、細孔形状、官能基の電気二重

層容量への影響を詳細に調査した。具体的には、1.0 M 

LiClO4塩 PC電解液中での各種活性炭やアルカリ賦活

活性炭、有機・無機合ポリマー由来カーボン、シリカ

コロイド結晶由来カーボンの EDLC特性を評価したと

ころ、脱溶媒和イオンが侵入可能な 1.5 nm以下のミ

クロ細孔の比表面積が高い方が容量が高い傾向がある

が、1.5 nm以上のミクロ・メソ細孔がある程度の割合

で共存する階層的多孔構造が特に比容量増大に有効で

あることがわかった。さらに、それはケージ状等 3次

元的細孔を有する多孔性カーボンにおいて大きな効果

を発揮することを明らかにした（図 8）17）。ちなみに、

本系における表面官能基の影響についても調べ、その

寄与は小さいことも確認している 18）。結果として、Li

塩有機電解液中において 200 F/gを超える高容量発現

を可能にした。

　ところで、電気二重層は原理的には分極性電極表面

電荷とそれを補償する電解質イオン層から形成される

ため、EDLCで一般に利用されている 4級アンモニウ

ムイオンや Liイオンのような 1価イオンではなく、価

数が大きい電解質イオンをキャリアとして利用するこ

とができれば、蓄積電荷量が増えてさらなる高容量化

が期待できよう。しかしながら、多価イオンは脱溶媒

和 エ ネ ル ギ ー が 大 き く（ 例 え ば、PC中 の Li+が

218.0 kJ/molに対し、Mg2+は 572.3 kJ/mol）19）、すな

わち溶媒和数や溶媒和サイズが大きくなるため、通常

の炭素電極表面では容量増大には結びつかない。しか

し、前述したミクロ細孔空間でのイオン脱溶媒和効果

を活用して、多価イオンにおいても部分脱溶媒和が生

じれば、二重層容量の大幅な増大を実現できると考え

られる。実際に 1.0 M Mg塩 PC電解液中で EDLC特

図 7　ミクロ細孔内の Liイオンの平均溶媒和数（PC溶媒）やミ
クロ細孔内に存在する Liイオンの割合とカーボン単位面積当た
りの比容量の関係。Cbase，Cacidは有機・無機ハイブリットポリマー
から得たカーボ，Por17は CCT法（シリカ粒径 17 nm）で得たカー
ボン，ACF1，2は活性炭繊維 (市販 )。文献 14)より転載。

図 8　3次元的な細孔形状を有する多孔性カーボンにおける 0.55 
nm以下，0.55～1.5 nm，1.5～3.0 nm，3.0 nm以上の細孔サイズ
領域の比表面積（各試料の 4つのバーの左から同順）と重量当
り比容量（@電流密度 10 mAg-1）の関係。文献 17）より転載。

図 9　3次元的細孔を有するミクロ・メソ多孔性カーボンの Mg
塩および Li塩 PC電解液中における定電流充放電カーブの測定
例（@電流密度 50 mAg-1，3極式セル）。
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性を評価したところ、3次元的な細孔形状を有するミ

クロ・メソ多孔性カーボンにおいて Li塩有機電解液

中よりもさらに容量が増大することを確認し（図 9）、

250 F/g以上の極めて高い電気二重層容量の発現が可

能であることを見出した。現在、溶媒やアニオンの影

響も含めて、詳細に研究を進めているところであるが、

キャパシタ高容量化の新たなアプローチとなることを

期待している。

4．Liイオンキャパシタの創製
　Liイオンキャパシタ（LIC）は、EDLC電極と Liイ

オン二次電池（LIB）電極を組み合わせたハイブリッ

ド型デバイスであり、EDLCより高いエネルギー密度

（LIBと EDLCの中間のエネルギー密度）、EDLCと同

程度の高出力特性および高サイクル安定性が期待され

る蓄電デバイスである。LIBに比べて出力特性のみな

らず安全性や寿命において優れており、エネルギーマ

ネジメント部門や蓄電部門、自動車部門等での利用拡

大が期待されている。

　KOH賦活で得たミクロ・メソ多孔性カーボン正極

とそれを熱処理して自己放電を抑制した Liプレドー

プした負極からなるフルセルを作製したところ、これ

までの報告例よりも優れた出力密度およびエネルギー

密度を示すことがわかった（図 10）20）。ミクロ・メ

ソ多孔構造制御が LIC性能向上においても有効である

ことを示している。

5．二次電池電極材料の創製
　Liイオン電池（LIB）等の二次電池の特徴として、

高いエネルギー密度を有するものの出力密度が低いこ

とが挙げられる。既往の電池開発では、バルクサイズ

の電極活物質を導電助剤や結着剤と機械的に混合して

電極を作製することが多く、高い電流密度になるとイ

オン拡散や電子移動が十分に行き渡らずに分極が大き

くなるため、十分な容量を得ることができない。高出

力・大容量特性を引き出すには、活物質や導電助剤を

含む電極構造の制御が不可欠である。

　活物質をナノサイズ化すると、比表面積が増大し頻

度因子が高くなることより反応速度が向上すると期待

される。また、一般に活物質固相内 Li拡散の化学拡

散係数 Dは 10-12 cm2/s程度と小さく、固体内でのイオ

ン拡散過程が律速になりやすいが、Li拡散距離 L（≈

（Dt）1/2、tは拡散時間）が短くなれば、短時間で高速

充放電が可能になる（L=10 nm、D=10-12 cm2/sの場

合、 t =1 s程度）。すなわち、ナノサイズ化は高出力特

性を引き出す上で有効であると考えられる。しかしな

がら、微粒子化すると粒界抵抗が増大する、粒子間隙

にデッドスペースが生じれば電解液の浸透が十分に行

き渡らない、また電極作製において導電助剤や結着剤

の量を多く必要とするなどのデメリットも予想される。

　筆者らは、活物質の連続したナノ細孔壁からなるナ

ノ多孔構造の設計・構築によるアプローチを検討して

きた。すなわち、電解質イオンの移動がスムーズな連

続したナノチャネル構造を有し（電解液抵抗の低減）、

Li挿入・脱離反応のための界面面積が大きく（電荷移

動抵抗の低減）、できれば電子伝導相と活物質相のナ

ノ複合壁（電気抵抗、拡散抵抗の低減）からなるナノ

多孔構造制御による高出力および大容量特性の発現を

目指した。その成果として、2で紹介した TiO2やオリ

ビン（LiFePO4、LiMnPO4）の活物質において、ナノ

多孔化により高出力特性が向上した。さらに CNTや

カーボンとの複合ナノ多孔構造制御 5, 6）は、高出量か

つ高容量の優れた特性を発現できること（図 11）5）

を明らかにした。

　しかしながら、コンパクトなデバイス設計が要求さ

れる場合には多孔性電極材料は体積当たりの性能にお

いて不利であり、細孔サイズや細孔容積の最適化が望

まれる。そこで、ナノ多孔性カーボン細孔内壁の

図 10　3次元的細孔を有するミクロ・メソ多孔性カーボン正
極と Liプレドープカーボン負極からなる LICプロトタイプ

（Nanoporous carbon）のラゴンプロット。文献 20）より転載。
アノードの比較：LTO（チタン酸リチウム），天然＆人造黒鉛，
MCMB（mesocarbon microbeads），HC（ハードカーボン），SC（ソ
フトカーボン）。
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V2O5活物質層修飾系において構造最適化のシミュ

レーション（図 12）を行った 12）。一定電流密度では、

V2O5担持量（厚み）の増加とともに比容量は増加す

るが、ある程度の厚み以上では Li拡散が活物質全体

には行き渡らず比容量は減少する。電流密度が高くな

ると取り出せる比容量は減少するため、電流密度と拡

散係数の兼ね合いで最適値が存在した。例えば、カー

ボン細孔サイズ 110 nm、V2O5理論容量 294 mAh/g、

D=10-12 cm2/s、V2O5およびカーボン密度が 2.8および

2.0 g/cm3の場合、コンポジット重量基準で 100 A/gの

非常に大きな電流密度では、担持率 68 wt%（膜厚

12 nm）で最大値 177 mAh/gを示す。より小さい細孔

サイズでは、 比表面積の増加とともに V2O5担持量が

増加（空隙率は減少）し、最大比容量は増加（40 nm

細孔では 200 mAh/g以上）するため、構造最適化に

より体積当りの性能も向上できることになる。実際の

実験において、ナノ多孔性カーボンを V2O5ゾルで表

面修飾して得た複合体において、V2O5担持量の増加

とともに複合体重量基準の容量が増大し、V2O5重量

当たりの容量は 100 C以上の高速充放電時においても

200 mAh/（g-V2O5）以上の高容量を示すことを実証し

た（図 13）12）。

　一方、カーボンナノ細孔内はイオンと電子が共にア

クセスできるナノ反応場であり、その制約された空間

の特異性を見出し、優れた充放電特性の発現に向けた

構造設計をする研究も行ってきた。その例として、

SnO2や Si、Pナノ結晶をカーボンナノ細孔内に優先析

出させた多孔性複合材料を作製し、バルクでは不安定

な電池反応を大幅に改善することに成功した 9, 10, 21, 22）。

例えば、SnO2と Liイオンとの電気化学的反応は、

0.9 V（vs.Li/Li+） 付 近 で コ ン バ ー ジ ョ ン 反 応

（SnO2+4Li++4e-→ Sn+Li2O）、0.5 V（vs.Li/Li+）付近

で合金・脱合金化反応（Sn+4.4Li++4.4e-↔ Li4.4Sn）が

生じる。Snと Li2Oからの逆反応は固相－固相反応で

あるため室温では反応が極めて遅く、コンバージョン

反応は一般に不可逆である。一方、合金化反応の

Li4.4Sn生成では Sn基準で 3.57倍の大きな体積膨張を伴

うため、合金・脱合金化反応では大きな体積変化に伴

う軋轢により微粉化が生じ、集電体からの剥離や導電

パスの欠如等により充放電サイクル安定性に大きな問

題を抱える。これに対し、Sn源（SnCl2）の気相導入

図 12　三次元導電フレームワークの V2O5ナノコーティングの
モデル（r：カーボン細孔半径，L：V2O5層の厚み）と V2O5/多
孔カーボン（2r = 110 nm）系のシミュレーション結果（コンポ
ジット重量当りの充放電容量 vs. V2O5担持重量割合λ，および
電流密度 i依存性）。
文献 12）より転載。

図 11　CCT法で得た LiFePO4や LiMnPO4の多孔体（LFP-S（0），
LMP-S（0）），スクロース添加 CCT法で得たカーボン複合多孔体

（LFP-S（0.32），LMP-S（2）），および鋳型なしで得たバルク体
（LFP[non]，LMP[non]）のレート特性（容量 vs.電流密度）。文献 5）
より転載。

図 13　実際に作製した V2O5担持多孔カーボン（細孔径 110 nm）
のレート特性（V2O5重量当り容量 vs. 電流密度）。nは V2O5担持
処理回数。文献 12）より転載。
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から得た SnO2担持多孔性カーボン複合体において、

カーボン細孔サイズや SnO2担持量を制御することに

より、サイクル安定性を大幅に改善することに成功し

た（図 14a,b）。特に、18 nmのメソ細孔を有する多孔

性カーボンに SnO2担持した SnO2/C18-vapでは、合

金・脱合金化反応の容量維持率はほぼ 100%（図 14c）、

コンバージョン反応においても 70%以上の容量維持

率（図 14d）が達成でき、カーボンナノ空間を反応場

とすることにより、反応可逆性を大幅に向上できるこ

とがわかった 9）。本系では、コンバージョン反応およ

び合金化反応の合計で SnO2基準 4.05倍の体積膨張が

理論的に生じるため、この体積変化に相当するバッ

ファ空間の確保が特性向上の鍵となる。その膨張体積

と細孔空間体積の理論比（24.6 v/v%）を境に容量維

持率は大きく変化し、理論比より小さい領域、すなわ

ち十分に反応空間が用意されている試料では、容量維

持率が高くなる。また、カーボン細孔サイズが小さい

ほど優れた充放電特性を示す傾向が見られた（図

15）22）。

　さらに、SnO2担持多孔性カーボン複合体の全固体

電池電極材料への応用についても研究を行った。電気

自動車をはじめ LIBの応用範囲の拡大に伴い、有機電

解液を不燃性の無機固体電解質に置き換えた安全性の

高い全固体型 LIBに関する研究が近年活発化している。

関連の既往研究においては、有機電解液系と異なり固

体電解質（SE）から電極活物質への Liイオンアクセ

スが固相 /固相接触界面に制限されるため、特に SE

層/活物質層緻密界面の構築を通したアプローチが主

流となっている。しかしながら、Li挿入脱離に伴う活

物質体積変化により SE層/活物質層接触界面が安定的

には維持できず、Liイオン伝導パスの崩壊による容量

低下やサイクル劣化などの課題を抱える。セルに高い

拘束圧を掛けて界面接触を強制的に維持する方法が用

いられているが、体積変化が特に大きい合金系活物質

ではむしろ反応が進行せずに容量が大きく低下する。

これに対し、前述した SnO2/ナノ多孔カーボン複合構

造は体積変化に相当するバッファ空間を確保できるた

め、SE層/電極材料層接触界面の安定な維持に有効で

ある。多孔性複合構造（SnO2担持量や細孔空間体積

等）の最適化により、カーボンナノ細孔内に SEが充

図 14　各カットオフ電位領域における充放電サイクル特性（文
献 9）より転載）
電位領域：（a, b）0.01～ 2.0 V，（c）0.01～ 0.9 V,（d）0.9～ 2.0 V
試料：SnO2/CX-vap（Sn源気相導入，Ｘはカーボン細孔サイ
ズ（nm）），SnO2/CX-vap（SnO2・nH2Oゾル液相担持），SnO2・
AB（SnO2とアセチレンブラックの機械混合）

図 15　サイクル安定性と SnO2担持率の関係（上），および容量
維持率と SnO2担持率および細孔空間充填率の関係（下）（文献
22）より転載）
下図の CX［w］の Xは，カーボン細孔サイズ（nm），wは SnO2
担持率（wt%）。VSnO2/Vpore=24.6 v/v%は，SnO2が Liとフルに
反応した時の膨張体積と細孔空間体積の理論比
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填されていなくとも細孔内を Liイオンが伝搬して、

高容量かつ充放電サイクル安定性に優れた充放電機能

を発現できること（図 16）を明らかにした 23, 24）。

6．おわりに
　以上の研究成果は、吸着技術を活用したナノ多孔性

材料の細孔構造分析やナノ空間・界面の特異性解明を

通して達成してきたものである。本稿では吸着科学と

電気化学等に跨った研究を紹介したが、様々な分野間

での学際的視点による研究は、吸着科学のさらなる発

展、ひいては新しい学術の創成に不可欠であると考え

る。本稿がそれらの発展等に少しでも寄与できれば幸

いである。
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Materials Based on Precisely Designed Precursor 

Molecules
東北大学大学院工学研究科化学工学専攻

Department of Chemical Engineering,
Graduate School of Engineering,

Tohoku University
千田　晃生
KOKI Chida

１．はじめに
　活性炭のような多孔性カーボン材料は熱・化学的安
定性や高い電気伝導性などの多くの優れた特長を有し、
電極材料をはじめとして吸着剤、触媒担体など幅広い
用途に利用されてきた。多孔性カーボン材料中におい
ては、一般的に欠陥のあるグラフェンシートが無秩序
に積層・凝集している 1)。そのため、化学構造を正確
に記述することが困難であり、多くの場合、経験に依
存した製造がおこなわれてきた。よって、分子レベル
で精密設計された多孔性炭素材料を調製することは依
然として困難な課題であるといえる。この点において、
西原らは、Fig. 1に示される熱重合部位を有する金属
ポルフィリン結晶（Ni2-CPDPy, 1）の熱処理から、前
駆体分子結晶の規則構造性が反映された規則性炭素化
物 構 造 体（Ordered Carbonaceous Frameworks, 
OCFs）と呼ばれる炭素材料の合成に成功している

（Fig. 1）2,3)。さらに、OCF中には規則的に配列した
単原子金属種が固定化されている。すなわち、OCF

は MOFのような分子レベルの秩序構造を持ちながら、
炭素材料の特長である熱・化学的安定性や電気伝導性
を兼ね備えた新しい炭素材料群であるといえる。特筆
すべきは、Ni2-CPDPy由来の OCFにおいて、単原子金
属種として最大 9 wt%という高い金属含有量を固定化
できる点である。したがって、OCFを合成するため
の精密に設計された前駆体分子の炭素化は、機能性
カーボン材料を開発する上で有望なアプローチの一つ
となり得る。
　Ni2-CPDPy（1）から OCFが発見された後、より合
成が容易なエチニル基を有する Ni（2）または Feポ
ルフィリンモノマー（3）が OCFの前駆体として合成
された 4,5)。また、近年では多くのエチニル基が導入
された Niポルフィリンモノマー（4）より従来の
OCFよりも多孔性が著しく発達した OCFの開発が報
告されてきた 6)。しかしながら、これまでに報告され
た OCFの合成を可能とする前駆体分子は、未だ 4件
と少なく、このような特異なカーボン材料の前駆体分
子を設計するための指針は未だ明確ではない。そのた
め、OCFをはじめとする機能性カーボン材料の合成
における重要な要因を明らかにし、幅広い応用へと展
開することが求められている。
　本研究では、OCFをはじめとする機能性カーボン
材料の前駆体分子設計に関する指針を明らかにするこ
とを目的とし、前駆体分子の設計・合成および炭素化
物の調製を行った。また、得られたカーボン材料の機
能開拓についても検討した。

２．OCFの前駆体分子種の拡張
　これまでに 1～ 4の前駆体分子から OCFの合成が報
告されているが、前駆体分子種の拡張に向けて、著者
は Fig. 2b, cに示される 4個のエチニル基を有する Ni
ポルフィリン（5，6）を新たに合成し、OCFの前駆
体分子種の拡張を試みた。対照試料として、エチニル
基を持たない Niテトラフェニルポルフィリン（Ni-
TPP, Fig. 2a）を用いた。
　はじめに、熱重量－示差熱分析（TG-DSC）を用い
て、5および 6の熱分解挙動を測定した（Fig. 2d-f）。
DSC曲線において、エチニル基を持たない Ni-TPPは
熱処理過程でピークを示さなかった一方で、5および
6は 300 ℃付近で、発熱ピークが見られることから、

Fig. 1 Synthetic scheme of ordered carbonaceous frameworks 
(OCFs) via the simple carbonization of metalloporphyrins (1–4). 
Reprinted with permission. Copyright 2022 Royal Society of 
Chemistry.3)

― 　 ―12



前駆体分子中のエチニル基が熱処理過程で熱重合して
いることが示された。また、TG曲線において、エチ

ニル基を持たない Ni-TPPは、600 ℃での熱処理後に
は、炭素化収率がおよそ 70 wt%であったのに対して、
エチニル基を有する 5および 6は、600 ℃の熱処理後
も高い炭素化収率（～ 95 wt%）を示した。これは、
エチニル基が熱重合することで、強固な架橋構造を形
成し、熱処理過程における熱分解を防いだためと推察
される。続いて、TG-DSCの結果を基に 5および 6を
窒素雰囲気化で、熱処理することで、OCFの合成を
試みた。試料名は N_X（Y）; N：前駆体分子種（Ni-
TPP, 5, and 6），X：熱処理温度（℃），Y：保持時間

（Y）とする。Fig. 2g-iには各前駆体分子種の熱処理前
後の粉末 XRD（PXRD）パターンを示す。すべての
前駆体分子種は、前駆体分子の規則構造性に由来する
シャープなピークを示した。しかしながら、Ni-TPP
は熱処理前後に、前駆体分子の規則構造性に由来した
シャープなピークは消失した。その一方で、5および
6は、600 ℃での炭素化後も、規則構造性に由来した
ピークが維持されていることが明らかとなった。また、
熱処理後も金属凝集に由来するピークは見られないこ
とから、前駆体分子由来の単核金属種が熱処理後も保
持されていることが示唆された。以上の結果より、5
および 6より金属凝集なく OCFの合成が可能となっ
た。6は対称性が高く、グラムスケールで合成するこ
とが可能であることから、さらなる構造評価は、6由
来の熱処理体を用いて行った。6_600（0）について、
TEM観察を行うと、ナノ粒子の形成は見られないこ
とから、PXRDにおいても示されたように、金属凝集
が起きていないことが明らかとなった（Fig. 3a）。さ
らに、高角散乱環状暗視野走査透過顕微鏡（HAADF-
STEM）観察を行うと、単核 Ni種が規則配列するこ
とに由来した縞模様が見られた（Fig. 3b）。また、縞
模様の間隔は 1.3 nmと PXRDで見られる 6 °付近の
ピークに相当する d値とよく一致していることが示さ
れた。本結果は、電子線回折像からも支持された

（Fig. 3c）。続いて、Ni周辺の局所構造解析を、X線吸
収微細構造（XAFS）を用いて行った（Fig. 3d, e）。
Fig. 3dに示される XANESスペクトルにおいて、炭素
化前後で吸収端の位置に大きな変化がないことから、
熱処理前後で Niの化学状態に変化がないことが示さ
れた。また、6は 8335 eV付近にポルフィリン中心の
Ni-N4配位平面構造に由来するプレエッジピークを示
した。このピークは炭素化後もよく維持されているこ
とから、炭素化後もポルフィリン中心の構造がよく保
たれていることがわかった。また、フーリエ変換

Fig. 2 (a-c) Precursor molecules (a) Ni-TPP, (b) 5, and (c) 6. (d-
f) TG-DSC curves for (d) Ni-TPP, (e) 5 , and (f) 6 . (g-i) PXRD 
patterns of precursor molecules; (g) Ni-TPP, (h) 5 , and (i) 6 
and their heat-treated samples. Reprinted with permission. 
Copyright 2023 Elsevier. 7)

Fig. 3 (a) TEM, (b) HAADF-STEM images, (c) electron 
diffraction pattern of 6_600 (0 ). (d) Ni-K edge XANES spectra 
and (e) Fourier transforms of k3-weighted EXAFS oscillations 
for 6 and 6_600(0). Reprinted with permission. Copyright 2023 
Elsevier.7)

Fig. 4 (a) N2 adsorption isotherms at -196  °C of 6 and heat-
treated samples with the surface area (SBET) value calculated 
by BET method. (b) Pore size distribution of 6_600(0) calculated 
by the NLDFT method. Reprinted with permission. Copyright 
2023 Elsevier.7)

― 　 ―13



EXAFS（FT-EXAFS） 解 析 よ り、6は 1.6 Å付 近 に
Ni-N結 合 に 由 来 す る ピ ー ク を 示 し た（Fig. 3e）。
600 ℃の熱処理後も Ni-N結合のピークが見られ、
Ni-Ni結合に由来するピークが見られないことから、
金属凝集なく前駆体分子由来の単核 Ni種が維持され
ていることが明らかとなった。Fig. 4aには熱処理前後
の窒素吸脱着等温線をまとめる。前駆体分子自身には
多孔性がほとんど見られず、熱重合後も大きな変化は
なかった。一方で、炭素化後には著しくミクロ孔領域
での吸着容量が立ち上がり、多孔性が発達しているこ
とが示された。続いて、窒素吸脱着測定により得られ
た OCFの多孔性を評価すると、6_600（0）においてそ
の SBETは 398 m2 g-1と算出され、ミクロ多孔性が発達
していることがわかった。NLDFT法より算出された
細孔径分布より、形成されたミクロ孔は 1 nm前後で
あることが示唆された（Fig. 4b）。以上の構造評価よ
り、5および 6よりミクロ多孔性が発達した OCFの調
製が可能となった。
　本研究では、さらに前駆体分子構造と得られる
OCFの多孔性に注目した。既報において、架橋点と
なる前駆体分子中のエチニル基の数を増やすことで、
多孔性の発達した OCFの調製を報告している。また、
本項においても、複数のエチニル基を有する Niポル
フィリンを前駆体分子として用いることで、多孔性の
発達した OCFの調製が可能となった。そこで、エチ

ニル基の数が重合過程に及ぼす影響を検討した。Fig. 
5a, bに示されるこれまでに検討した前駆体分子と比
較すると、前駆体分子が OCFを生成するかに関わら
ず、エチニル基と熱重合に由来するエンタルピー変化
量には正の相関があることが示された（Fig. 5c）。こ
の結果は、ポルフィリン前駆体中のエチニル基の数が
増えるほど、より効率的な架橋が起こることを示して
いる。続いて、前駆体分子中のエチニル基の数と得ら
れる炭素化物の多孔性（SBET）を比較した（Fig. 5d）。
OCFが得られず、アモルファス炭素となったものに
おいては、前駆体分子の構造に関わらず、SBETは小さ
いことが示された。一方で、OCFが生成される場合
においては、前駆体分子中のエチニル基の数と OCF
の多孔性の間に正の相関が得られた。以上の結果より、
前駆体分子中のエチニル基の数により、得られる
OCFの多孔性が制御可能となることが示唆された 7)。

３．OCF中の金属種の拡張
　これまでに報告された OCF中の金属種においても、
Niおよび Feのみに限定されており、幅広い触媒応用
に向けて、金属種の拡張は必須である。そこで金属種
の拡張においては、4の骨格を用いて、新たに Coおよ
び Cuが導入された金属ポルフィリンを合成し、前駆
体分子の検討を行った。
　OCF中の金属種の拡張を目的として新たに Co（4

（Co））および Cuポルフィリン（4（Cu））を合成し、
両者の前駆体分子より、OCFの調製に成功した（Fig. 
6b,c）。また、両者の前駆体分子の PXRDパターンを
比較すると、Ni種を含めて（Fig. 6a）、金属種に関わ

Fig. 5 Chemical structures of precursors to be (a) OCFs and 
(b) amorphous carbons. (c) Relationship between the enthalpy 
change of thermal polymerization process per mol of ethynyl 
groups and the number of ethynyl groups in porphyrin 
precursors. (d) Relationship between SBET of carbonized 
samples at 600  °C and the number of ethynyl groups in 
porphyrin precursors. Reprinted with permission. Copyright 
2023 Elsevier.7)

Fig. 6 PXRD patterns of 4(M) and their heat-treated samples: 
M; (a) Ni, (b) Co, and (c) Cu.
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らず互いに同一の PXRDパターンを有していること
が明らかとなり、結晶構造が同一であることが示唆さ
れた。そこで、両者の前駆体分子の混合および再結晶
より二元分子結晶を作製することで、異種金属含有
OCFの調製が可能となると考えた。実際に、4（Co）
および 4（Cu）の混合・再結晶から二元分子結晶（4

（Co/Cu））を作製するとそれぞれの前駆体分子と同一
の PXRDパターンが得られた（Fig. 7）。また、熱処
理後も金属凝集なく、前駆体分子結晶由来の規則構造
が維持されていることが示され、Coおよび Cuを有す
る OCFの調製が可能となった。さらに、得られた 4

（Co/Cu）_500の HAADF-STEM観察を行うと、金属
凝集は見られず、単核 Coあるいは Cuの規則的配列が
観察された（Fig. 8a,b）。また、高倍率での観察を行
うと、単核金属種が個別に認識された（Fig. 8c）。さ

らに、EDS元素マッピングを行うと Fig. 8d-fに示され
るように Coおよび Cu種がほとんど偏析なく存在して
いることが示された。以上の結果より、二元分子結晶
の熱処理より金属凝集なく Coおよび Cuが均一に分散
した OCFの調製が可能となることが示された 8)。

４．ボトムアップ合成法の拡張：高濃度硫黄含有多孔
性炭素材料の合成と単核Pt触媒担体応用

　著者はさらに、多孔性炭素材料、特にヘテロ原子に
富む多孔性炭素材料に対して、OCF合成における緻
密に設計された前駆体分子の炭素化手法を適用した。
まず著者は、前駆体分子としてエチニル基を持たない
ピレン（P1）とエチニル基を有するピレン（P2，
P3）を採用した。TG-DSCを用いた熱分析より、エチ
ニル基を持たない P1を前駆体分子として用いると溶
融・気化により炭素材料は得られなかった一方で

（Fig. 9a）、エチニル基を有するピレン（P2，P3）か
らは熱重合を介して、900 ℃の熱処理後も炭素材料の
調製が可能となった（Fig. 9b-d）。また、エチニル基
を 1個有する P2由来の炭素材料は多孔性が発達して
いない一方で、エチニル基を 4個有する P3より得ら
れた炭素材料はミクロ多孔性が発達していることが明
らかとなった（Fig. 9e,f）。これらの結果は、芳香族ユ
ニットに複数の重合性部位を導入することで、前駆体
分子の溶融・気化過程を防ぎ、固相熱重合を介した炭
素化が可能であることを示している。これらの知見に
基づき、エチニル部位を有する硫黄（S）含有芳香族
化合物（1S）を設計・合成した（Fig. 10a）。対照試
料として、エチニル基を持たない 2Sを採用し、比較
検討した。エチニル基を持たない 2Sは溶融・気化し

Fig. 7 PXRD patterns of 4 (M) (M: Co, Cu, and Co/Cu) and 
heat-treated 4 (Co/Cu). Reprinted with permission. Copyright 
2023 Elsevier.8)

Fig. 8 (a-c) HAADF-STEM images, and (d–f) EDS elemental 
mapping images of 4(Co/Cu)_500(0). Images (b) and (c) are high-
magnification images of the area enclosed by the dashed line 
in images (a) and (b), respectively. Reprinted with permission. 
Copyright 2023 Elsevier.8)

Fig. 9 (a-c) TG-DSC profiles of (a) P1 , (b) P2 and (c) P3 . 
(d) Raman spectra of P2 _900 and P3 _900 . N2 adsorption/
desorption isotherms of (e) P2 and P2 _900 , and (f) P3 and 
P3 _900 . Reprinted with permission. Copyright 2024 Royal 
Society of Chemistry.9)
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た一方で、エチニル基を持つ 1Sは固相熱重合を介し、
900 ℃での熱処理後も比較的高い炭素化収率が得られ
た。また、得られた Sドープ炭素質材料中の Sの化学
状態は、前駆体分子に由来したチオフェン骨格に類似
した種であり、酸化種（SOx）のような化学種は検出
されなかった。さらに、特筆すべき点として、1S_700
お よ び 1S_900中 の S含 有 量 が そ れ ぞ れ 15お よ び
21 wt%とボトムアップ合成法で得られた硫黄含有炭
素において、高い水準であることが明らかとなった。
続いて著者は、得られた硫黄含有炭素中の豊富でその
化学状態が一様な S種が、単核金属種の効果的なアン
カーサイトとして効果的に機能すると考え、得られた
硫黄含有炭素（1S_900）を触媒担体として検討した。
金属種には白金を採用し、回転ディスク電極上に担持
した S含有炭素を 0.1 M K2PtCl4水溶液中に含浸する
ことで、白金担持を行い、白金担持硫黄含有炭素（Pt-
1S_900）を得た。Fig. 11aおよび bにそれぞれ示され
る XPSおよび XAFS分析より 0.7 wt%の単核白金種が
1S_900上に担持されていることが明らかとなった。
著者は得られた単核白金担持触媒（Pt-1S_900）を燃
料電池のアノード側で起こる反応である水素酸化反応

（HOR）に対する電極触媒としての利用を試みた。

Fig. 11cに示されるように、得られた単核白金触媒が
効率的に HORを触媒し、その活性は、白金担持量が
著しく低いにもかかわらず、市販の Pt/C（Pt担持量：
8 wt%）に匹敵することが明らかとなった 9)。本結果
は、単核金属触媒を使用したことによる金属利用効率
の大幅な改善によるものと推察される。さらに、Pt-
1S_900において見られる高い触媒活性は、100サイク
ル後も維持され、優れた耐久性も示した（Fig. 11d）。

５．まとめ
　本研究では、OCFをはじめとする機能性カーボン
材料の合成に向けた前駆体分子の包括的な設計指針を
明らかにした。さらに、得られた炭素質材料の機能性
を探索した。本研究での検討から、固相熱重合を介し
た前駆体結晶の炭素化は、ヘテロ原子に富む多孔性
カーボン材料だけでなく、Ni、Co、Cuなど幅広い金
属種を含有する多孔質 OCFの合成においても有効で
あることが明らかとなった。特に、OCFの合成にお
いては前駆体分子が下記の要件を満たす必要があるこ
とを明らかとした。
1）熱重合部位を有すること：熱処理過程において重
合可能部位が架橋することが、規則性を有する炭素材
料形成において重要な過程となる。実際、これまでに
見出された OCF前駆体（1-6）の全てにおいて重合可
能部位であるジアセチレンまたはアセチレン部位が含
まれている。
2）熱的に安定なブロックを有すること：1）に示した

Fig. 10 (a) Molecular design of precursor molecule (1 S) for 
highly S-doped porous carbon materials. (b) TG-DSC curves of 
1S and 2S. (c) Raman spectra of carbonized 1S samples; 1S_700 
and 1S_900 . (d-f) S 2p XPS spectra of (d) 1S, (e) 1S_700 , and 
(f) 1 S_900 . Reprinted with permission. Copyright 2024 Royal 
Society of Chemistry.9)

Fig. 11 (a) Pt 4 f XPS spectra of Pt-1 S_900 . (b) Fourier 
transforms of k3 -weighted EXAFS oscillations for Pt-1S_900 , 
cis-[Pt(DMSO)2Cl2], Pt foil, and PtO2. (c) Polarization curves for 
the HOR of Pt-1S_900, and commercial Pt/C under a Ar (dashed 
line) and H2 flow (solid line). (d) Polarization curves for the 
HOR of Pt-1S_900 for the 1st and 100th cycle. Reprinted with 
permission. Copyright 2024 Royal Society of Chemistry.9)
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熱重合可能部位だけでなく、金属ポルフィリンユニッ
トのような熱的に安定なブロックの存在も OCF形成
に不可欠である。例えば、2の分子において金属中心
を含まないフリーベースポルフィリンを前駆体とする
と、熱処理過程で規則性が崩壊することが明らかと
なっている。
3）結晶性を有すること：1）および 2）の要件を満た
す場合であっても、非結晶性の分子からは OCFが得
られない。例えば、Ni2-CPDPyにおいて中心金属を Fe 
に変えた分子は、1）および 2）の要件を満たすもの
の結晶性を持たないため、熱処理後に無秩序な炭素化
物が得られた。
4）熱処理により結晶性ポリマーとなること：熱重合
が起こるだけでなく、形成されるポリマーが結晶性を
有している必要がある。分子構造がわずかに違うだけ
で、ポリマーの結晶性が変化し得る。
　本研究で得られた知見は、分子設計に基づく機能性
炭素質材料の合成と応用のさらなる研究の指針になる
と期待される。
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会　　　　　告

2025年度　吸着基礎セミナー「多孔性材料の吸着基礎と実践」 
オンライン開催のお知らせ

　近年の新しい吸着材料の発展とともに、吸着評価装置の自動化・高機能化も急速に進んでいます。一方、吸着現
象や評価手法に関する基礎知識を習得する機会が少なく、多孔性材料・非孔性材料の構造と吸着現象との関係性を
リンクできずにおり、開発担当者や学生の皆様が不十分な知識のもとで研究・開発を実施されていることが多くあ
るように思われます。吸着材料の評価に携わる方々が、吸着等温線の評価および多孔性材料・非孔性材料の特性と
の相関に関する正確な知識や技術を身につけることで、研究・開発の効率的な推進が期待できます。そこで、吸着
現象の基礎を踏まえて、種々の代表的な多孔性材料・非孔性材料の吸着等温線との関連性について、吸着研究およ
び多孔性材料・非孔性材料の第一線でご活躍されている先生方にお話いただくオンラインセミナーを開催いたしま
す。学生・大学院生や若手研究者・技術者の会員の皆様には、吸着現象の基礎を学ぶたいへん良い機会になると考
えております。詳細は以下の通りご案内申し上げます。皆様、奮ってご参加ください。

主催：日本吸着学会
日時：2025年 6月 18日㈬　13：00～ 16：45 （終了予定）
会場：オンライン開催（講義各 1時間）

12：30～　　　　　オンライン会場入室開始
13：00～13：10　　開会挨拶	 能登原展穂
13：10～14：10　　「MOF：金属－有機構造体」	 松田亮太郎 先生　　（名古屋大学）
14：20～15：20　　「カーボン」	 宮脇　　仁 先生　　（九州大学）
15：30～16：30　　「ゼオライト・規則性メソポーラスシリカ」	 稲垣　怜史 先生　　（横浜国大学）
16：35～16：45　　閉会挨拶	 大場　友則

■参加費：学生（会員・非会員を問わず）　  2,000円
　　　　　一般（学会・法人会員）　　　　  5,000円
　　　　　一般（非会員）　　　　　　　　15,000円

＊参加者全員にテキスト送付します
■参加申込方法：
　下記 URLの参加登録フォームから必要事項をご記入の上、お申し込みください。　　
　https://forms.gle/4zoFSRxk8AvqKSgB8

■申込締切：2025年 5月 30日㈮
　定　　員：80名
　問合せ先：吸着基礎セミナー世話人
　　　　　　大場　友則（千葉大学）、能登原　展穂（長崎大学）
　　　　　　e-mail：nanochem-secretary@chiba-u.jp
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維持会員一覧

維持会員として、以下の企業各社にご協力を頂いております。

（令和 7年 4月現在、50音順）

株式会社アドール	 株式会社アントンパール・ジャパン
エア・ウォーター株式会社	 MHIソリューションテクノロジーズ株式会社
大阪ガス株式会社	 大阪ガスケミカル株式会社
オルガノ株式会社	 関西熱化学株式会社
株式会社キャタラー	 株式会社クラレ
栗田工業株式会社	 興研株式会社
株式会社重松製作所	 システムエンジサービス株式会社
株式会社島津製作所	 水 ing株式会社
株式会社西部技研	 大陽日酸株式会社
月島環境エンジニアリング株式会社	 帝人ファーマ株式会社
東ソー株式会社	 東洋紡株式会社
ニチアス株式会社	 日本ガイシ株式会社
富士シリシア化学株式会社	 フタムラ化学株式会社
マイクロトラック・ベル株式会社	 三菱重工業株式会社
株式会社レゾナックユニバーサル	
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